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契約変更にかかる留意事項｜契約変更と税制適格要件

⚫ 契約変更に際して、「税制適格要件とは関係のない契約事項の変更」または「税制適
格要件を満たす範囲内での変更」で、変更後の権利行使についても当初の契約に従っ
て行われるものと同様と認められるものについては、原則として、税制適格性は失われま
せん。

⚫ なお、 「税制適格要件を満たす範囲内での変更」だとしても、経過措置に即した変更を
除き、例えば当初契約の行使期間を〈3～8年〉→〈2～10年〉に変更する場合など、当
初契約の範囲を超える場合には、当初の契約に従った権利行使とは認められないため、
税制適格ストックオプションとして取り扱うことができない点ご留意ください。

質問 回答

【契約変更と税制適格要件について】

税制適格ストックオプションに係る契約について、税制適
格要件とは関係のない契約事項の変更をする場合に、
税制適格性を失うことになるか。

例）上場前行使の禁止→上場前行使可 と変更する
場合

左記例のように、上場前行使の禁止→上場前行使可
と変更する場合、税制適格ストックオプションとしての要件
に何ら関係のない契約事項の変更であることから、契約
変更後も、税制適格ストックオプションと取り扱って差し支
えありません。
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（参考）租税特別措置法 附則

（特定の取締役等が受ける新株予約権の行使による株式の取得に係る経済的利益の非課税等に関する経過措置）

第三十一条 新租税特別措置法第二十九条の二第一項の規定は、令和六年分以後の所得税について適用し、令和五年分以前の所得税については、な

お従前の例による。

２ 施行日前に締結された旧租税特別措置法第二十九条の二第一項に規定する契約（以下この項において「旧契約」という。）で同条第一項各号

に掲げる要件が定められているもの（施行日から令和六年十二月三十一日までの間に行われた当該旧契約の変更により、次の各号に掲げる場合に

該当することとなった場合には、当該各号に定める旧契約を含む。）は、新租税特別措置法第二十九条の二第一項各号に掲げる要件が定められて

いる同項の契約とみなして、同条の規定を適用する。

一 旧契約に定められていた旧租税特別措置法第二十九条の二第一項第二号に掲げる要件に代えて新租税特別措置法第二十九条の二第一項第二号に

掲げる要件が定められた場合（第三号に掲げる場合を除く。） 当該要件及び旧租税特別措置法第二十九条の二第一項各号に掲げる要件（同項第

二号に掲げるものを除く。）が定められている当該旧契約

二 旧契約に定められていた旧租税特別措置法第二十九条の二第一項第六号に掲げる要件に代えて新租税特別措置法第二十九条の二第一項第六号

（ロに係る部分に限る。）に掲げる要件が定められた場合（次号に掲げる場合を除く。） 当該要件及び旧租税特別措置法第二十九条の二第一項

各号に掲げる要件（同項第六号に掲げるものを除く。）が定められている当該旧契約

三 旧契約に定められていた旧租税特別措置法第二十九条の二第一項第二号及び第六号に掲げる要件に代えて新租税特別措置法第二十九条の二第一

項第二号及び第六号（ロに係る部分に限る。）に掲げる要件が定められた場合 当該要件及び旧租税特別措置法第二十九条の二第一項各号に掲げ

る要件（同項第二号及び第六号に掲げるものを除く。）が定められている当該旧契約

３ 新租税特別措置法第二十九条の二第二項及び第三項の規定は、施行日以後に同条第二項第一号から第三号までの株式会社に対して行う同項第一

号から第三号までに規定する電磁的方法による同項第一号から第三号までの書面に記載すべき事項の提供について適用する。

４ 新租税特別措置法第二十九条の二第四項（第一号に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後に同号に規定する解約又は終了により同項に規定

する特例適用者又は承継特例適用者が有する同項に規定する特定株式又は承継特定株式の全部又は一部の返還がある場合について適用し、施行日

前に旧租税特別措置法第二十九条の二第四項第一号に規定する解約又は終了により同項に規定する特例適用者又は承継特例適用者が有する同項に

規定する特定株式又は承継特定株式の全部又は一部の返還があった場合については、なお従前の例による。

５ 新租税特別措置法第二十九条の二第四項（第三号に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後に同号に規定する譲渡により同項に規定する特例

適用者又は承継特例適用者が有する同項に規定する特定株式又は承継特定株式の全部又は一部の移転がある場合について適用し、施行日前に旧租

税特別措置法第二十九条の二第四項第三号に規定する譲渡により同項に規定する特例適用者又は承継特例適用者が有する同項に規定する特定株式

又は承継特定株式の全部又は一部の移転があった場合については、なお従前の例による。

６ 新租税特別措置法第二十九条の二第七項の規定は、施行日以後に提出する同項に規定する特定株式等の異動状況に関する調書について適用し、

  施行日前に提出した旧租税特別措置法第二十九条の二第七項に規定する特定株式等の異動状況に関する調書については、なお従前の例による。






